
平成２７年度決算 社長談話

平成２７年度は､日々の輸送の安全を確保しつつ､「安全投資と修繕に関する５年

間の計画」等に基づき、安全基盤の再構築に向けた取り組みを着実に進めました。

また、６月に再生推進会議からいただいた「ＪＲ北海道再生のための提言書」を

真摯に受け止め、安全意識の浸透や持続可能な経営に向けて取り組みました。さら

に、北海道新幹線については、困難な課題を克服し確実に準備を進め、３月２６日

に無事開業を成し遂げることができました。

鉄道運輸収入は、快速エアポートの利用増など近距離収入の増加やインバウンド

による増加及び北海道新幹線開業など収入確保に努めたことにより、増収となりま

した。

営業費用は、使用頻度の低い設備の使用停止など経費節減に努めたほか、原油価

格の下落により動力費が減少しましたが、安全基盤の強化に向けた修繕を継続して

実施したことや車両の更新などによる減価償却費が増加したことに加え、新幹線の

開業準備費用などにより、大幅に増加しました。

この結果、ＪＲ北海道の本業の経営成績を表す営業損益は、大幅な悪化となりま

した。

営業外損益では、安全投資や修繕を行うために必要な当面の資金を確保しなけれ

ばならない事情から、経営安定基金資産で含み益のある外国債券や株式などを積極

的に売却したほか、子会社へさらなる配当要請を行いましたが、経常利益は、前年

度を大幅に下回り４期ぶりの経常赤字となる大変厳しい結果となりました。

安全投資に対する国からの支援である設備投資助成金が特別利益に計上されるこ

とから、当期純利益はプラスとなりますが、これは既に設備投資に投入された金額

であり、経営状況が好転しているものではありません。

平成２８年度は、安全に係る費用をしっかり確保することに加え、新幹線の収支

が非常に厳しいことなどから、経営の見通しは極めて厳しい状況です。

今後も継続して同規模の安全投資や修繕を行っていくことが、安全の再生には不

可欠ですが、毎年、大幅な経常赤字が続く見通しであり、このままでは資金不足に

陥ることから、札幌圏や都市間輸送でも安全な鉄道サービスを提供することが困難

となります。そのため、収入の確保と経費の節減に最大限の努力を重ねることはも

ちろんですが、それでもなお埋め合わせることが出来ない構造的な赤字に対して、

抜本的な経営改革に取り組む必要があります。ご利用が少なく鉄道特性が十分に発

揮できない線区については、地域の皆様に現状を丁寧にご説明しご理解とご協力を

いただきながら、持続可能な交通体系の実現に向けた事業範囲の見直しに全力をあ

げて取り組んでまいります。

今後とも皆様のご理解を賜りますようお願い申し上げます。

平 成 ２ ８ 年 ５ 月 ９ 日

北海道旅客鉄道株式会社

代表取締役社長 島田 修



平成27年度決算のポイント

平成28年５月９日

北海道旅客鉄道㈱

【 単 体 】 ４期ぶりの経常赤字【 単 体 】 ４期ぶりの経常赤字【 単 体 】 ４期ぶりの経常赤字【 単 体 】 ４期ぶりの経常赤字

○対前年実績

・営業収益は、鉄道運輸収入が快速エアポートの利用増など近距離収入の増加やインバウンド

による増加及び北海道新幹線開業など収入確保に努めたことにより、増収となりました。

・営業費用は、使用頻度の低い設備の使用停止など経費節減に努めたほか、原油価格の下落に

より動力費が減少しましたが、安全基盤の強化に向けた修繕を継続して実施したことや

車両の更新などによる減価償却費が増加したことに加え、新幹線の開業準備費用などにより、

大幅に増加しました。以上により、本業の経営成績を表す営業利益は大幅な悪化となりました。

・営業外損益では、安全投資や修繕を行うために必要な当面の資金を確保しなければならない

事情から、経営安定基金資産で含み益のある外国債券や株式などを積極的に売却したほか、

子会社へさらなる配当要請を行いましたが、経常利益は、前年度を大幅に下回り４期ぶりの経常赤字

となる大変厳しい結果となりました。

・安全投資に対する国からの支援である設備投資助成金が特別利益に計上されることから、

当期純利益はプラスとなりますが、これは既に設備投資に投入された金額であり、経営状況が

好転しているものではありません。

○対事業計画

・営業利益は計画ほどは悪化しませんでしたが、これは全社をあげて収入確保に努め営業収益

が増収となったほか、原油価格の下落や一部の修繕及び設備投資の工事竣工時期が翌年度になった

ことなどによる営業費用の減少によるものです。

・経常利益についても赤字ではあるものの計画ほど悪化しませんでしたが、これは営業損益の段階

での収入増と経費減に加えて、安全投資や修繕を行うために必要な当面の資金を確保しなければ

ならない事情から、経営安定基金の益出しを行ったことなどによるものです。

・平成28年度は、安全に係る費用をしっかり確保することに加え、新幹線の収支が非常に厳しい

ことなどから営業利益は、平成27年度よりも悪化する見通しです。また、経営安定基金の益出しは、

一時的な資金の確保とはなりますが、将来の運用益の減少をもたらすことから、平成28年度は、

資金確保のための益出しを計画しないため、過去最大の経常赤字を見込んでおり、経営の見通し

は極めて厳しい状況です。

(単位：億円)

平成27年度決算 （参考）
平成27年度

前年実績 実 績 増 減

事 業 計 画

平成28年度

(a) (b) (b-a) 事 業 計 画

営 業 収 益 ８２５ ８３８ １２ ８２１ ９２０

[うち鉄道運輸収入] [ ６６８] [ ６８５] [ １６] [ ６６６] [ ７５０]

営 業 費 用 １，２１５ １，２８５ ６９ １，３０９ １，３８５

[う ち 修 繕 費] [ ２７４] [ ３１４] [ ４０] [ ３２３] [ ３４７]

[うち減価償却費] [ １６６] [ １８３] [ １７] [ １９０] [ ２２５]

営 業 利 益 △３８９ △４４７ △ ５７ △４８８ △４６５

営 業 外 損 益 ４３３ ４２４ △ ９ ３８５ ２９０

[うち基金運用収益] [ ３６３] [ ３４９] [△ １４] [ ３２２] [ ２２６]

[うち特別債券利息] [ ５５] [ ５５] [ －] [ ５５] [ ５５]

経 常 利 益 ４３ △ ２２ △ ６６ △１０３ △１７５

特 別 損 益 ３２ ７０ ３８ １１２ １２７

税引前当期純利益 ７６ ４８ △ ２７ ９ △ ４８

当 期 純 利 益 ８１ ５５ △ ２５ １３ △ ４４

【 連 結 】 経常利益が５８億円悪化【 連 結 】 経常利益が５８億円悪化【 連 結 】 経常利益が５８億円悪化【 連 結 】 経常利益が５８億円悪化

(単位：億円)

平成27年度決算 （参考）
平成27年度

前年実績 実 績 増 減

業 績 予 想

平成28年度

(a) (b) (b-a) 業 績 予 想

営 業 収 益 １，７４２ １，７１３ △ ２８ １，７１０ １，７２５

営 業 利 益 △３０８ △３５２ △ ４４ △４４５ △４００

経 常 利 益 １１３ ５４ △ ５８ △ ７０ △１２５

親 会 社 株 主 帰 属 当 期 純 利 益 １０７ ８４ △ ２３ ２５ △ ５０
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平 成 2 7 年 度 決 算 に つ い て

平成28年５月９日

北海道旅客鉄道㈱

１．単体損益計算書

(単位：億円)

平成２６年度 平成２７年度 増 減 比率(％)

営 業 収 益 ８２５ ８３８ １２ １０１.６

鉄 道 運 輸 収 入 ６６８ ６８５ １６ １０２.４

関 連 事 業 収 入 ６８ ６９ ０ １０１.４

そ の 他 収 入 ８７ ８３ △ ４ ９５.０

営 業 費 用 １，２１５ １，２８５ ６９ １０５.８

人 件 費 ４７４ ４７６ １ １００.４

動 力 費 ５９ ５１ △ ７ ８７.０

修 繕 費 ２７４ ３１４ ４０ １１４.８

諸 税 ３０ ３１ ０ １０２.３

減 価 償 却 費 １６６ １８３ １７ １１０.７

そ の 他 費 用 ２１１ ２２８ １６ １０８.０

営 業 利 益 △ ３８９ △ ４４７ △ ５７ －

営 業 外 損 益 ４３３ ４２４ △ ９ ９７.９

(うち経営安定基金運用収益) （ ３６３） （ ３４９） （△ １４） （ ９６.０）

(うち機構特別債券受取利息収益) （ ５５） （ ５５） （ －） （１００.０）

経 常 利 益 ４３ △ ２２ △ ６６ －

特 別 損 益 ３２ ７０ ３８ ２１９.６

税 引 前 当 期 純 利 益 ７６ ４８ △ ２７ ６３.７

法人税､住民税及び事業税 △ ５ △ ７ △ １ －

当 期 純 利 益 ８１ ５５ △ ２５ ６８.２

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

２．鉄道輸送量及び鉄道運輸収入

(単位：百万人､百万人ｷﾛ､億円)

平成２６年度 平成２７年度 増 減 比率(％)

定 期 ７７ ７８ １ １０１.３

輸

鉄 送 定 期 外 ５５ ５７ ２ １０３.３

人

道 員 (百万人)

合 計 １３２ １３４ ３ １０２.２

輸

定 期 １，４４９ １，４６３ １４ １０１.０

送 輸

送 定 期 外 ２，７７５ ２，８５７ ８２ １０３.０

量 人

ｷﾛ (百万人ｷﾛ)

合 計 ４，２２４ ４，３２０ ９７ １０２.３

鉄 定 期 １１３ １１２ △ ０ ９９.３

道

運 定 期 外 ５５５ ５７２ １７ １０３.１

輸

収 (億円)

入 合 計 ６６８ ６８５ １６ １０２.４

(注)1. 鉄道輸送量は発売ﾃﾞｰﾀを元に算出しており、平成26年3月の先買い反動により、平成26年度実績が

減少しております。

2. 輸送人員･人キロ及び鉄道運輸収入には新幹線を含んでおります。

3. 鉄道運輸収入は億円未満を切り捨てて表示しております。
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３．単体貸借対照表

(単位：億円)

平成２６年度 平成２７年度

増 減

比 率

期 末 期 末 (％)

[ 資 産 の 部 ]

流 動 資 産 ４１８ ２８８ △１３０ ６８.９

固 定 資 産 ２，９８５ ３，１６４ １７９ １０６.０

経 営 安 定 基 金 資 産 ８，０１７ ７，８１２ △２０４ ９７.４

機 構 特 別 債 券 ２，２００ ２，２００ － １００.０

資 産 合 計 １３，６２１ １３，４６６ △１５５ ９８.９

[ 負 債 の 部 ]

流 動 負 債 ４９９ ５１２ １２ １０２.６

(うち１年以内返済長期借入金) ( ５０) ( ４９) (△ ０) ( ９９.５)

固 定 負 債 １，５９８ １，４９９ △ ９８ ９３.８

( う ち 長 期 借 入 金 ) ( ５６１) ( ５８９) ( ２７) (１０５.０)

機構特別債券引受借入金 ２，２００ ２，２００ － １００.０

負 債 合 計 ４，２９８ ４，２１１ △ ８６ ９８.０

純 資 産 合 計 ９，３２３ ９，２５４ △ ６９ ９９.３

負 債 純 資 産 合 計 １３，６２１ １３，４６６ △１５５ ９８.９

(注)1. 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

2. 平成27年度期末借入金残高645億円（うち無利子415億円）

４．個別キャッシュ･フロー計算書

(単位：億円)

平成２６年度 平成２７年度 増 減

比 率

(％)

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) １８９ １５３ △ ３５ ８１.２

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) △ ３８１ △ ２８０ １０１ ７３.５

フリー･キャッシュ･フロー(Ⅰ)+(Ⅱ) △ １９１ △ １２６ ６５ ６５.９

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) １８５ ２６ △１５８ １４.２

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) △ ６ △ ９９ △ ９３ －

現金及び現金同等物期末残高 １１９ ２０ △ ９９ １６.８

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

５．平成28年度単体業績予想

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度

増 減

実 績 予 想

営 業 収 益 ８３８ ９２０ ８１

営 業 利 益 △ ４４７ △ ４６５ △ １７

経 常 利 益 △ ２２ △ １７５ △ １５２

当 期 純 利 益 ５５ △ ４４ △ ９９
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６．連結損益計算書

(単位：億円)

平成２６年度 平成２７年度 増 減 比率(%)

営 業 収 益 １，７４２ １，７１３ △ ２８ ９８.４

営 業 費 用 ２，０５１ ２，０６６ １５ １００.８

営 業 利 益 △ ３０８ △ ３５２ △ ４４ －

営 業 外 損 益 ４２１ ４０７ △ １４ ９６.５

経 常 利 益 １１３ ５４ △ ５８ ４８.０

特 別 損 益 ２９ ５９ ２９ ２０１.７

税金等調整前当期純利益 １４２ １１３ △ ２９ ７９.７

法 人 税 等 ２９ ２３ △ ６ ７９.４

当 期 純 利 益 １１３ ９０ △ ２２ ７９.７

非支配株主に帰属する当期純利益 ６ ６ ０ １０２.３

親会社株主に帰属する当期純利益 １０７ ８４ △ ２３ ７８.４

連結包括利益 平成26年度 479億円 平成27年度 △35億円

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

７．セグメント情報

(単位：億円)

運輸業 小売業

不動産

ホテル業 その他 合 計 調整額

連 結 損 益

賃貸業 計算書計上額

売 上 高

平 外部顧客への売上高 907 359 255 80 111 1,713 － 1,713

成 セグメント間の

27 内部売上高又は振替高 57 1 24 0 341 425 △ 425 －

年

度 計 964 360 279 80 453 2,139 △ 425 1,713

セグメント利益 △ 51 7 76 3 18 54 △ 406 △ 352

売 上 高

増 外部顧客への売上高 △ 17 5 13 △ 1 △ 29 △ 28 － △ 28

セグメント間の

内部売上高又は振替高 △ 1 △ 0 1 △ 0 △ 30 △ 31 31 －

減 計 △ 18 5 15 △ 1 △ 60 △ 60 31 △ 28

セグメント利益 △ 75 0 10 2 △ 0 △ 62 17 △ 44

(注)1. セグメント利益は、営業利益を表示しております。なお、運輸業のセグメント利益は、

経営安定基金運用収益(349億円)、及び機構特別債券受取利息収益(55億円)を含めて表示して

おります。

2. 金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
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８．連結貸借対照表

(単位：億円)

平成２６年度 平成２７年度

増 減 比率(％)

期 末 期 末

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産 ７７９ ５７４ △ ２０５ ７３.７

固 定 資 産 ３，５５４ ３，７６１ ２０６ １０５.８

経 営 安 定 基 金 資 産 ８，０１７ ７，８１２ △ ２０４ ９７.４

機 構 特 別 債 券 ２，２００ ２，２００ － １００.０

資 産 合 計 １４，５５１ １４，３４８ △ ２０２ ９８.６

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債 ７６０ ７１０ △ ４９ ９３.４

固 定 負 債 １，８８９ １，７７４ △ １１５ ９３.９

機構特別債券引受借入金 ２，２００ ２，２００ － １００.０

負 債 合 計 ４，８５０ ４，６８４ △ １６５ ９６.６

純 資 産 合 計 ９，７００ ９，６６３ △ ３７ ９９.６

負 債 純 資 産 合 計 １４，５５１ １４，３４８ △ ２０２ ９８.６

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

９．連結キャッシュ･フロー計算書

(単位：億円)

平成２６年度 平成２７年度 増 減 比率(％)

営業活動によるキャッシュ･フロー(Ⅰ) ２８２ ２１８ △ ６４ ７７.３

投資活動によるキャッシュ･フロー(Ⅱ) △ ４２０ △ ４２４ △ ３ １００.９

フリー･キャッシュ･フロー(Ⅰ)+(Ⅱ) △ １３８ △ ２０６ △ ６７ １４９.０

財務活動によるキャッシュ･フロー(Ⅲ) １７２ ５９ △ １１３ ３４.３

現金及び現金同等物の増減額(Ⅰ)+(Ⅱ)+(Ⅲ) ３４ △ １４６ △ １８１ －

現金及び現金同等物期末残高 ３０３ １５６ △ １４６ ５１.７

(注)金額は億円未満を切り捨てて表示しております。

１０．平成28年度連結業績予想

(単位：億円)

平成２７年度 平成２８年度

増 減

実 績 予 想

営 業 収 益 １，７１３ １，７２５ １１

営 業 利 益 △ ３５２ △ ４００ △ ４７

経 常 利 益 ５４ △ １２５ △ １７９

親会社株主に帰属する当期純利益 ８４ △ ５０ △ １３４



- 5 -

参 考 資 料

連 結 決 算 対 象 会 社 の 概 要

運 輸 業 １３社 小 売 業 ２社

鉄 道 事 業 北 海 道 キ ヨ ス ク ㈱

㈱北海道ジェイ・アール・ビルト 札 幌 交 通 機 械 ㈱ ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ﾌﾚｯｼｭﾈｽ･ﾘﾃｰﾙ

㈱ ド ウ デ ン 北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｲﾊﾞﾈｯﾄ㈱

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄ 札 幌 工 営 ㈱

ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ道東ﾄﾗﾍﾞﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ 北 海 道 軌 道 施 設 工 業 ㈱

㈱北海道ｼ ﾞ ｪ ｲ ｱ ｰ ﾙ ･ ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾂ 北 海 道 高 速 鉄 道 開 発 ㈱

北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ運輸ｻﾎﾟｰﾄ㈱

旅客自動車運送事業 その他サービス業

ジェイ・アール北海道バス㈱ ｼﾞ ｪ ｲ ｱ ｰ ﾙ北海道ﾚﾝ ﾀ ﾘ ｰ ｽ㈱

北海道旅客鉄道㈱は、運輸業、不動産賃貸業 及び ホテル業を

営んでおります。

北 海 道 旅 客 鉄 道 ㈱

不 動 産 賃 貸 業 ２社 ホ テ ル 業 ３社 そ の 他 ７社

北海道ジェイ・アール都市開発㈱ Ｊ Ｒ 北 海 道 ホ テ ル ズ ㈱ 卸 売 業

札 幌 駅 総 合 開 発 ㈱ 旭 川 タ ー ミ ナ ル ビ ル ㈱ ㈱北海道ジェイ・アール商事

㈱北海道ＪＲインマネジメント 清 掃 整 備 業

北海道クリーン・システム㈱

北海道リネンサプライ㈱

広 告 業

㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ

【連結決算対象会社数の推移】 情報サービス業

26年3月31日現在 27年3月31日現在 28年3月31日現在 ㈱北海道ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ･ｼｽﾃﾑ開発

親 会 社 １社 １社 １社 その他サービス業

子 会 社 ２８社 ２８社 ２７社 札 新 開 発 ㈱

持分法適用関連会社 １社 １社 １社 建 設 業

計 ３０社 ３０社 ２９社 (注1) 札 建 工 業 ㈱

(注)1.札建工業㈱は、持分法適用関連会社です。

2.子会社数27社には、上記概要図に記載していない、ＪＲ札幌病院に関する「匿名組合ジェイエイチ

ホスピタルアセットホールディングズ」を含めております。

3.株式の売却に伴い、平成27年10月1日以降、㈱ロワジールホテル旭川を連結の範囲から除いております。



稚内稚内稚内稚内

名寄名寄名寄名寄

夕張夕張夕張夕張

東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭

室蘭室蘭室蘭室蘭

中小国中小国中小国中小国

木古内木古内木古内木古内

苫小牧苫小牧苫小牧苫小牧

旭川旭川旭川旭川

東釧路東釧路東釧路東釧路

滝川滝川滝川滝川

帯広帯広帯広帯広

富良野富良野富良野富良野

岩見沢岩見沢岩見沢岩見沢

新得新得新得新得

新夕張新夕張新夕張新夕張

沼ノ端沼ノ端沼ノ端沼ノ端

上川上川上川上川

根室根室根室根室

網走網走網走網走

釧路釧路釧路釧路

函館函館函館函館

長万部長万部長万部長万部

新十津川新十津川新十津川新十津川

札幌札幌札幌札幌

小樽小樽小樽小樽

南千歳南千歳南千歳南千歳

様似様似様似様似

新千歳空港新千歳空港新千歳空港新千歳空港

桑園桑園桑園桑園

北海道医療大学北海道医療大学北海道医療大学北海道医療大学

深川深川深川深川

増毛増毛増毛増毛

留萌留萌留萌留萌

新旭川新旭川新旭川新旭川

白石白石白石白石

五稜郭五稜郭五稜郭五稜郭

平成27年度 お客様のご利用状況

平成28年５月９日

北海道旅客鉄道㈱

H5年度輸送

凡例 輸 送 密 度 (営業キロ割合) 密度との対比

()内は輸送密度

５００人未満 （ ２６％） 53%

５００人～ ２，０００人未満 （ ３２％） 56%

２，０００人～ ４，０００人未満 （ １６％） 64%

４，０００人～ ８，０００人未満 （ １５％） 70%

８，０００人～１０，０００人未満 （ ４％） 79%

１０，０００人～２０，０００人未満 （ １％） 174%

２０，０００人以上 （ ６％） 115%

営 業 キ ロ ２，３１１.２ｋｍ (１００％） 97%

※営業キロは、日高線を除く３月25日現在。 (5,270人)

平成27年度 輸送密度 平成27年度 輸送密度

区 間

営業ｷﾛ

区 間

営業ｷﾛ

（㎞） （人／キロ／日） 対前年 対前年 （㎞） （人／キロ／日） 対前年 対前 年

増 減 比率(％) 増 減 比率(％)

留萌線 留 萌～増 毛 16.7 67 28 172 根室線 帯 広～釧 路 128.3 2,266 7 100

札沼線 医療大学～新十津川 47.6 79 △ 2 98 海峡線 木古内～中小国 87.8 3,706 △ 145 96

石勝線 新夕張～夕 張 16.1 118 1 101 函館線 函 館～長万部 147.6 3,799 34 101

根室線 富良野～新 得 81.7 152 △ 3 98 2,000人以上～4,000人未満 計 363.7 3,232 △ 23 99

留萌線 深 川～留 萌 50.1 183 12 107 江差線 五稜郭～木古内 37.8 4,133 △ 244 94

宗谷線 名 寄～稚 内 183.2 403 △ 2 99 石勝･根室線 南千歳～帯 広 176.2 4,213 △ 57 99

根室線 釧 路～根 室 135.4 449 13 103 室蘭線 長万部～東室蘭 77.2 5,106 84 102

根室線 滝 川～富良野 54.6 488 28 106 室蘭線 東室蘭～苫小牧 58.0 7,983 247 103

500人未満 計 731.9 326 4 101 4,000人以上～8,000人未満 計 349.2 5,029 6 100

室蘭線 沼ノ端～岩見沢 67.0 500 △ 16 97 函館線 岩見沢～旭 川 96.2 9,538 218 102

釧網線 東釧路～網 走 166.2 513 47 110 札沼線 桑 園～医療大学 28.9 17,359 486 103

函館線 長万部～小 樽 140.2 690 15 102 千歳線 南千歳～新千歳空港 2.6 30,670 1,596 106

石北線 上 川～網 走 189.1 1,061 10 101 函館線 札 幌～岩見沢 40.6 43,994 969 102

室蘭線 室 蘭～東室蘭 7.0 1,366 24 102 函館線 小 樽～札 幌 33.8 44,981 882 102

富良野線 富良野～旭 川 54.8 1,477 71 105 千歳･室蘭線 白 石～苫小牧 65.4 45,345 1,371 103

石北線 新旭川～上 川 44.9 1,481 △ 8 99 8,000人以上 計 267.5 29,267 748 103

宗谷線 旭 川～名 寄 76.2 1,571 59 104

全社平均 2,311.2 5,094 92 102

500人以上～2,000人未満 計 745.4 929 25 103

※全社平均の比較では、前年度に江差線(木古内～江差)含む

日高線 苫小牧～様 似 146.5 185

(注)1.輸送密度とは、旅客営業キロ１㎞当たりの１日平均旅客輸送人員をいいます（線区輸送人キロ÷営業キロ÷日数）。

(注)2.日高線は、一部区間について平成27年１月から線路被害のため運休を継続しており、運休区間のバス代行輸送の人員を含めて算出し、全社平均から除いています。

(注)3.留萌線(留萌～増毛)は、土砂崩壊の恐れが続くことで運休している期間を除いた、平成27年５月～平成28年１月までの実績を用いて算出しています。

(注)4.海峡線(木古内～中小国)は、平成28年３月21日までの実績で算出し、江差線(五稜郭～木古内)は、平成28年３月25日までの実績で算出しています。

(注)5.新幹線(新青森～新函館北斗)の実績は含めていません。
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平成28年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）平成28年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）平成28年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）平成28年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）

平成28年５月９日

会 社 名 北海道旅客鉄道株式会社 ＵＲＬ http://www.jrhokkaido.co.jp

代 表 者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名) 島田 修

問合せ先責任者 (役職名) 広報部長 (氏名) 山田 浩司 (TEL)011(700)5731

定時株主総会開催予定日 平成28年6月22日

(百万円未満切捨て)

１．平成28年3月期の連結業績(平成27年4月1日～平成28年3月31日)

(１)連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売 上 高 営業利益 経常利益

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2 8年 3月期 171,390 △1.7 △35,264 - 5,442 △52.0 8,413 △21.6

2 7年 3月期 174,266 △8.0 △30,858 - 11,329 △ 0.8 10,725 17.1

(注) 包括利益 28年3月期 △3,551百万円（-％） 27年3月期 47,981百万円（111.5％）

１株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 自 己 資 本 総 資 産 売 上 高

当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2 8年 3月期 46,739.37 - 0.9 0.4 △20.6

2 7年 3月期 59,586.58 - 1.1 0.8 △17.7

(参考) 持分法投資損益 28年3月期 168百万円 27年3月期 75百万円

(２)連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2 8年 3月期 1,434,854 966,376 66.6 5,308,051.18

2 7年 3月期 1,455,143 970,099 66.0 5,331,717.05

(参考) 自己資本 28年3月期 955,449百万円 27年3月期 959,709百万円

(３)連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

2 8年 3月期 21,804 △42,415 5,931 15,684

2 7年 3月期 28,204 △42,040 17,280 30,363

２．配当の状況

実施しておりません。

３．平成29年3月期の連結業績予想(平成28年4月1日～平成29年3月31日)

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

親 会 社 株 主 に １株当たり

帰属する当期純利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 86,000 1.1 △13,000 - 2,000 △86.8 500 △96.3 2,777.78

通 期 172,500 0.6 △40,000 - △12,500 - △5,000 - △27,777.78
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※ 注記事項

(１)期中における重要な子会社の異動 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：有・無

(２)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計

基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。

以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成

25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続

している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、

取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定に

よる取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる

方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主

持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度に

ついては、連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準

第44－５項(４)及び事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

② ①以外の会計方針の変更 ：有・無

③ 会計上の見積りの変更 ：有・無

(耐用年数の変更)

一部の車両置き換えを予定しているため、これにより不要となる資産の耐用年数を短縮し、

将来にわたり変更しております。

④ 修正再表示 ：有・無

(３)発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 28年3月期 180,000株 27年3月期 180,000株

② 期末自己株式数 28年3月期 -株 27年3月期 -株

③ 期中平均株式数 28年3月期 180,000株 27年3月期 180,000株

（参考）個別業績の概要

１．平成28年3月期の個別業績(平成27年4月1日～平成28年3月31日)

(１)個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2 8年 3月期 83,844 1.6 △44,700 - △2,224 - 5,581 31.8

2 7年 3月期 82,563 △0.3 △38,987 - 4,392 16.7 8,177 35.0

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後

当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2 8年 3月期 31,005.72 -

2 7年 3月期 45,431.70 -

(２)個別財政状態

総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2 8年 3月期 1,346,634 925,438 68.7 5,141,323.28

2 7年 3月期 1,362,159 932,347 68.4 5,179,710.15

(参考)自己資本 28年3月期 925,438百万円 27年3月期 932,347百万円

２．平成29年3月期の個別業績予想(平成28年4月1日～平成29年3月31日)

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益

１株当たり

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 46,200 11.1 △16,400 - △ 100 - △ 100 - △ 555.56

通 期 92,000 9.7 △46,500 - △17,500 - △4,400 - △24,444.44


